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第1章 目的と意義
政府開発援助(ODA)は 、 日本外交の柱 として、発展途上国の社会 ・
経済の発展に供与されてきた。 しか し、2002年 度は98億 ドルと、過去最
大の1999年 の153億 ドルに比 し急速にその規模 を縮小 させ、日本が世界の
平和 と持続的発展に対 し、どの程度関心 を持 ち合わせているのかを考え
させ られるものである。昨年発表 された「第二次ODA改 革懇談会」最終
報告書ωでは、ODAは 日本の市民社会 とともに発展するという基本理念
が掲げられている。このことは、世界の貧困問題 ・環境悪化そして紛争
やテロの問題等、深刻な地球社会の諸問題 を、市民一人一人が自己の問
題 として とらえ、解決に汗を流す協力の環が生 まれ ることにより、多様
な価値 と共に生 きる21世紀の地球市民社会 を作 り上げる視点 として評価
される。
これまでのODAは 、日本の経済発展の経験 を基礎に、貿易による経済
成長が貧困人 口を削減す るという観点に立 ち、経済重視 の援助をアジア
地域中心に展開してきた。 このようなスタンスは、東アジア ・東南アジ
アの急速な工業化による経済発展によ り、一つの成果が見 られた(2)と考
えられよう。 しか し、地球全体を見渡す と、世 界の生産量 と貿易規模の
拡大にもかかわらず、貧困人口は拡大 し続けていること、また工業化に
よる貧困人口が減少 した東アジア ・卑南アジアでもアジア危機以降貧困
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人口は拡大 しているという現状に直面 している。 これ まで膨大な額の援
助が、発展途上国に供与されてきたにも関わらず、なぜ貧 困人口が減少
しないのかという問題が1990年 代 に入 り提起 された。これに対 し、経済
発展が一人一人に配分 され るような社会 システムを指向する援助が注が
れなければ ならない との視点が強調 され、再 び援助が途上国の貧 しい
人々に向き合 う時代がめ ぐってきた。このような中で、日本のODAの 変
革が迫 られている。国際協力NGOは 、発展途上国の困難に直面 している
人々一人一人 と向き合 い、当事者 とパー トナー シップを組んできた実績
を持 っている。ODAが 国際協力NGOと パー トナーシップを確立するこ
とにより、21世 紀の国際社会の課題を、民主主義 と市民社会の育成 を伴
なって解決へ と導 く望 ましい展望 を有 しているのではないか と考える。
情報化社会の到来は、これ までにない規模の人間のネットワー クを形
成 し、これまでにない力を持って、地球 レベルの連帯を作 り出 し、 これ
まで解決できなかった問題 を解決 しうる潜在能力 をもたらした。本論文
では、世界潮流が激変する中で変革:を指向するODAと 、ODAと は異
なった流れを持って援助を行ってきた歴史を持つNGOと の接点を模索
し、そこに国際協力のネッ トワー クが編成されてゆ く可能性について検
討 した ものである。第2章 では、戦後の援助政策の展開 と、r人 一人の
経済発展」を提唱 し、1994年 のUNDPの 「人聞の安全保障」という概念
の基礎 となったアマルティア=セ ンの理論 を述べ る。第3章 では、1990
年以降の 日本のODAに ついて概観 し、DAC主 要加盟国 と比較 し、世界
の援助が減額する中で、 日本の援助が 「世界の平和を担 う理念」 とその
実施が求められていることを述べ る。第4章 では、国際協力ネ ットワー
クを組む主体 を、ODA(外 務省及び政府)・NGO・ 市民社会 ・途上国の
当事者一人一人の4つ の環で示 し、ODAとNGOの パー トナーシップの
形成が、市民社会 を育成 し、あわせて途上国の困難に遭遇する人々一人
一人に援助が浸透することを示すモデルを提示す る。第5章 では、モデ
ルで示 した4つ の環のネッ トワークの強度を国際比較 し、日本のネッ ト
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ワー クの強度が弱いことを示す。最後に、情報社会 の発展の中で、ネッ
トワー クNGOがNGOグ ループ とODAと の接点 を作 り出す交差点の
役割を担 うことによ り、ODAを 通 じた共生社会への糸 口とな りうるこ
とを述べ る。
第2章 戦後の途上国への援助政策の展開 とセンの貢献
2.11980年 代 までの世界の援助理念の変遷
途上国への援助が本格的に行 われる'ようになったのは、1960年 代以降
である(3)。援助の理論的根拠は、慢性的な資金不足の解消であった。1961
年の第16回 国連演説でJ.F.ケ ネディーは 「途上国の経済成長 を年率5%
に引き上げるために、特恵関税の供与、先進国にGDP1%の 途上国援助
を行 うよう、すべての加盟国及び国際機関が協力すべ き」だと提唱 した。
当時の援助実施の基礎には、「トリクル ・ダウン」の考 えが強 くあった。
1960年 代の所得水準別の一人当たり所得・水準を見ると(表1参 照:「 一
人当たり所得水準」と低所得国の 「一人当たり所得水準」に対する各所
得水準 グループの所得格差 を示 した)、低所得国に対 し低位 中所得国は
L73倍 、高位 中所得国は8.51倍 、OECD加 盟国は48倍 の所得を得ていた。
1970年 代には、一人一人に発展 を行 き渡 らせ るという観点から、BHN
重視の 「第二次開発の10年 」がスター トした。1970年 代 の一人当たり所
得水準の、各所得・水準による格差 を見ると、低所得国 とOECDと の格差
は58倍 に拡大 し、高位中所得国以下の国々の所得の成長は依然として緩
慢であった。 このような問題 と同時に、工業化による経済発展 を指向す
る過程で、資本財や中間財の輸入の拡大は経常収支の赤字を危機的水準
まで拡大させ る問題を生み出 した。競争力をつけた軽工業品を輸 出財 と
して世界の市場へ供給す ることが望 まれたが、工業製品の輸出への移行
は、東アジア ・東南アジア諸国が成功 したものの、その他の地域 では、
一次産品の輸出を主とした貿易構造の状態で推移 した。1980年 代に入る
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表1所 得水準別 ・各年代の平均所得
各年代の所得水準(1995年US$表 示)
1960 1970 1980 1990
Lowincome 263.6 311.8 377.2 430.1
Lowermiddleincome456.3 661.9 872.3 1029.2
UpPermiddleincome2244.03340.23994.84637.5
Highincome 12330.017626.821884.326924.6
Lowincomeの 所得 を1と した各所得水準
1960 1970 1980 1990
Lowincome 1.0 L( 1.0 1.0
Lowermiddleincome 1.7 2.1 2.3 2.4
UpPermiddleincome 8.5 10.7 10.6 10.8
Highincome 46.8 56.5 58.0 62.E
出所:世 界銀行:WorldData2002
と、発展途上国の急速な工業化により、輸出に成功 したアジア諸国にお
いても経常収支の赤字による債務危機が生 じ、80年 代は債務危機を乗 り
越えることに関心が集中した。1980年 代の援助は規制緩和 ・民営化 を促
進 し、民間企業の 自由な経済活動 を誘導する条件の下で供与 される構造
調整融資が行われ るようになった。 このような経緯 を経て、経済発展か
ら取 り残された人々は貧困層を形成 し、その規模を拡大 させていったの
である。表1が 示すように、1990年 代に至る40年 間の世界の経済発展は、
先進国の所得 を拡大 し、貧 しい国々との格差 を拡大 させ ていった過程で
ある。
2.2一 人一人の生 きる価値ある人生 をもた らす経済発展
(1)セ ンの発展観
前述 したように、途上国の資金不足を解消することが近代成長開始の
必要条件であるとの認識から援助が開始された。 また、援助実施の背景
に、発展の開始時期には所得格差は拡大するが、近代部 門の雇用機会が
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拡張 し貧困層まで近代部門の就業機会が浸透することにより、所得分配
の格差 も是正 されるとする 「トリクル ・ダウン」の仮説があった。 しか
し、実際にはこの仮説は裏切 られ、所得格差の拡大 と工業化による累積
債務問題へ と発展 したのである。
そのような中で、1990年 代には、貧困の克服へ向けて幾つかの論点が
提示 された。その一つがアマルティア=セ ンの発展観 に基づ く、UNDP
の「人間の安全保障」の考 えである。センは、経済発展 を一人当た りGDP
の拡大つ まり所得の増大であるとの考えを退け、「得 られた所得 で、何が
できるのか」が重要だと述べ る。「何ができるのか」とは、自分が持って
いる機能の意味での能力をどれだけ社会 で実現で きるか という意味であ
る。機能 としての潜在能力を、センはCapabilityと 規定 した0人 間の実
に多様な機能 としての能力の集合は、年令 ・健康 ・性別 ・環境等々によっ
て多様である。そしてこのような個々人の潜在能力 を実現することので
きる環境 を、センはEntitlement(個 々人に与えられた様々な権利)と 規
定 し、これは政府 ・市場 ・地方自治体 ・共同体が与える① 自由を獲得す
るための基本的な権利②財やサービス等の物的なもの③機会か ら構成 さ
れている㈲。エンタイ トルメン トの内容は、個々人の属性によって(国 ・
地域 ・性別 ・人種等々)実 に多様である。エ ンタイ トルメン トを得て、
人間個々人は、個々の機能 としての潜在能力 を社会で実現す る。実現で
きる能力(機 能)の 集合が、その人に与えられた選択肢である。個々人
は、欲求に沿って、個々人の実に多様な能力 を行使することにより、私
達諸個人は、「生きる価値のある人生」を送っているという実感 を得 るの
である。 このように して、センは、経済発展 とは 「個々人が選択できる
自由の幅」の拡大の過程だと結論付けてゆ くのである。
(2)地 域別個々人の潜在能力達成度格差の現状
表2は 、2000年 の基本的な人間の潜在能力の行使についての達成度 を
地域別に示 したものである。この ような基本的人間の潜在能力の達成度
においても、地域間格差は大きい。全体的にみて、アフリカと南アジア
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表2地 域別 潜在能力達成度2000年
平均余命 15歳以上の非識字率
最小値 平均値 最大値 最:小値 平均値 最大値
ア ジア 53.7 69.5 80.7 ア ジア 1.1 14.0 5L3
南ア ジア 43.0 61.6 73.1 南ア ジア 3.3 38.0 58.7
ラテ ン・ア メ リカ 53.2 71.4 77.6 ラテ ン・ア メ リカ 1.5 12.0 50.2
アフ リカ 38.0 48.9 72.3 アフ リカ 1L3 39.8 84.1
15-24歳 層の非識字率 5歳以下の死亡率(1000人当たり)
最小値 平均値 最大値 最小値 平均値 最:大値
アジア 0.2 6.3 29.5 アジア 5.3 36.5 126.E
南 アジア 0.9 27.2 49.3 南 アジア 17.9102.3279.4
ラテ ン・ア メ リカ 0.2 6.6 35.6 ラテ ン・ア メ リカ 8.7 32.0 111.4
アフ リカ 2.6 25.3 77.0 アフ リカ 14.0147.7266.8
生後12ヶ月以下の幼児の予防接種率
'最小値 平均値 最大値
アジア 37.78.4978.5 97.0
南 アジア 35.0 71.6 99.0
ラテン ・ア メ りカ 43.0 84.9 99.0
ア フ リカ 18.0 57.7 99.E
注:「 生後12ヶ 月以下の幼児 の予防接種率 」は、1999年 のデー タ
出所:世 界銀行WorldTable2002
地域の潜在能力達成度は低 い。アフリカの平均余命は、48.9年 と非常に
低い。5歳 以下人 口1000人 当 りのの幼児死亡率では、アフ リカと南アジ
アがそれぞれ148人 ・102人 と高い。教育に関 しては、アジアとラテン ・
アメリカの両地域では、15歳以上の非識字率 と15-29才 層の非識字率を比
較すると半減 し、今 日教育普及率が高 まっているこ とを示 している。南
ア ジア とアフ リカでは就学機会の普及の速度が緩慢であることを示 して
いる。最後に、保健衛生の側面から 「予防接種」を取 り上げる。国際社
会あ支援か ら、普及率は非常に高まっているが、このような支援 のシス
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テムか ら漏 れ 出す 人々 は、特 にア フ リカで多 く、「予 防接種 を受 け る比率 」
が平均57.7%と 低 い水 準 とな って い る。
第3章 日本の政府開発援助=「 一人一人の人間開発」へ
の転換に向けて
3.1世 界 における日本の援助
日本は、1970年 代経常収支黒字額が拡大する過程で、黒字の世界への
還流とい う観点か ら、対外的に公約 を果たす という形で政府開発援助を
拡大 してゆ く。ODAが 量的に拡大す る中で、1992年 にはODAの 理念で
ある 「ODA大 綱」が示 され、そこに人道的考慮、相互依存性の認識、環
境 の保全、自助努力への支援の4つ の柱がかかげられた⑤。
日本は、戦後旺盛な投資と、欧米か らの先端的技術の導入により、輸
出による目覚 しい経済発展 をとげたいわゆる 「日本モデル」 を基礎に、
援助を通 じて工業製品輸出国に発展する方向性 を提示 している(6)。この
ような理由か ら、 日本のODA分 野別支出では、経済セ クターの比率が
DAC諸 国の平均値 を大 きく上回る特色を持っている(表3参 照)。 その
一方で、1990年 代の世 界情勢の大 きな変化、情報化、グローバル化の拡
大により、貧困人口の拡大や紛争の激化が クローズアップされ、発展途
上国の様々な問題 の解決が持続的発展における最大 の課題 であること
が、国際的合意 となっているの。援助大国日本は、人類の持続的発展への
理念の提示 と体制つ くりという根本的な変革を求め られている(8)。つ ま
り、経済セクター を中心 とした援助において実施 してきた手法 と哲学 と
は異なる、「途上国の当事者一人一人に達する援助」のシステムをどのよ
うに構築す るか という課題である。分野別援助では、「社会セクター」と
「農村セクター」が中心 となるもので、ここの比率 を大き くすることが、
「平等な分配」をたどってきた日本の経済発展モデルの実現 とさらには、
市場経済システムにおける個々人の経済的エンタイ トルメン トを十分獲
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得 で きる力 を装備 す る(エ ンパ ワー メン トの保 障)こ とにつ なが り、 ま
た質の高 い労働 力が経済発展 をもた らした 日本 モデ ルの実 現 に至 る もの
と考 える。また、援助 の穏や か さや優 しさの哲 学 を示 すため に、「当事者
のエ ンパ ワー メ ン トを高め る援 助」 は、「無償 資金協 力」 と 「技術協 力」
か らなる 「贈 与」 で行 うこ とも重要 な意味 を持 って い る。
3.2DAC諸 国 の援助 における 日本 の位 置 を見 る。
2001年ODA白 書 に よる統 計 を基礎 に、世 界に おけ る 日本 のODAを
見 て ゆ く。
①ODA金 額 の推移(図1参 照)・⇒2000年 の世 界のODA総 額 は、535億
ドル で、 内25%が 日本 のODAで 、135億 ドル で、対 前 年 比 で は、一
11.8%と 大 き く減額 してい る。その後2001年 は、114億 ドル、2002年 は
985億 ドル と減少傾 向 を推移 してい る。
② 二 国間ODAの 分 野別 配分(表3参 照)⇒1999年 めDAC主 要国の状
況 を示 した もので ある。日本 は、社会 イン フラの シェアー が18.9%と 、
平均29.9%を 大 き く下 回 る。 それに対 し、経 済 インフ ラは31.5%と 、
平均17.2%を 大 き く上 回 り、 この分 野別 酉己分 に 日本 のODAの 特 徴 が
図10DA実 績額(百 万US$)(支 出純額ベース)出 所:
rODA白 書2002年 版』
18000
16000
14000
12000
10000
8000
6000
4000
2000
C
ず詩 神 ずヂず 詩 評運 ヂボ
175
示 され 、BHNへ の供 与 が他 国 よ りも低 いこ とを示 してい る。
③DAC諸 国 に おけ るODA実 績 の対GNI比 に つ い て だ が、 日本 は
0.28で12位 と低 い地位 とな って い る。デ.ンマー クは、1.06と 最 も高 く、
ア メ リカはDAC諸 国中最 も低 い0.10で あ った。一 方 国民一 人 当た り
の:負担額 では、22ヵ 国 中7位 、120.9ド ル であ った。最 も高 い国は、デ
ンマー クの325.8ド ル、最 も低 い国は ギ リシ ャの18.4ド ル であ る。
④DAC諸 国の贈与 比率 を比較す る と、日本 の贈与 比率 は45.4%で 最 も
低 い。贈 与絶対額 では、ア メ リカに次 いで第二位 であ る。 また、援助
条件 の穏 やか さを示す グ ラン ト ・エ レメン トで は、 日本は22ヵ 国 中21
位 と援助 条件 は厳 しい。 これ は、 日本 の 円借 款比率 の高 い 日本 の援助
政策 が反映 した もの であ る。
表3DAC主 要国の二国間ODA分 野別配分(99年)
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社 会 イン フ ラ
の シ ェアー 18.931.329.239.235.725.426.852.533.829.9
経 済 イン フ ラ
の シェ アー 31.512.912.2 9 25.8 4.1 5.2 2.3 9 17.2
農業 分 野 の
シェアー 7.6 2.3 9.4 5.7 3.9 2.9 2.6 14.3 3.1 5.5
工業等その他
生産 分 野 の
シェアー
11.2 10 7.6 8.6 11 10.E 8 6.4 7 10
緊 急援 助 の
シェアー 2.9 25.8 9.9 0.2 6 20.5 14 15 23.611.1
プログラム援
助 等 の シェ
アー
27.917.731.737.318.636.243.4 9.5 23.526.3
出典:『 政府開発援助(ODA)白 書』2001年 版 外務省 図表一18"1より
注 ① 「工業等その他生産分野のシェアー」には、「マルチセクター」を含む
② 東欧及び卒業国向けの援助を除く
③ フランスは、1998年 のデータ
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⑤ ア ン タイ ドス テイタスでは、 日本 は第4位 であ る。
⑥ 地域別 で は、 日本 はアジアへ の援助 が最 も多い。2000年 には 日本の
二国間援 助総額 の54.8%で あ ったが、 これは1980年 には70%を 占め て
い た状 況か ら減 少 し、配分 先が 多様 化 してい る。
⑦ 援助受 入地域 に よる、供 与国 か らの援助 比率 では、ア ジア地域の援
助総額 の60.2%が 日本か らの援助 で ある。 また同様 に、 中南 米 での 日
本 の比率 は19.2%、 中近 東は15.4%、 アフ リカ11.9%の 順 であ る。
第4章 国際協 力 を通 じたネ ッ トワー クの形成
4.1政 府 開発援助 と市民社会 とのネ ットワークの掛 け橋 としての
NGO.
第3章 で述べたように、途上国の貧困に困窮する人々のエンパワーメ
ン ト向上 を達成するには、一人一人に伝わる援助の仕組みが作 られなけ
ればならない。情報化 ・グローバル化が進展する今 日、援助国政府や国
際機関に加え、企業や財団、NGO、 さらに途上国政府や途上 国NGO等 々
多様 な組織が援助 を実施 している。「第2次ODA改 革懇談会」最終報告
の概要(9)によると、「いま日本のODAに 求められているのは、国民の潜
在的な意欲、能力を積極的に引き出し、開花 させるための具体的な取組
み。」だと指摘 し、また、「本最終報告の中心概念はODAの 国民参加、そ
のための、以下の3つ の柱からなるODA改 革を提言(す る)。」と述べ ら
れている。様々なスキャンダルに よるODAに 関わる問題 を解決するに
は、国民の参加 を広 く促進 し、実施体制の徹底 した透明性 を確保 し、世
界の持続的発展に汗 を流す 「共生」の哲学が育まれることをめざす もの
である。
国民すなわち市民社会 とODAと 途上国の援助の受け手一人一人の3
つの環を結び合わせ ることのできる組織がNGOで ある。以下の図2は 、
このことを示 したものである。主体は①ODA(外 務相及び政府)②NGO
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③市民社会④当事者一人一人である。当事者一人一人に伝わる援助を実
施す る技能を保有 し、 日本の市民社会 との接点を持つ組織であるNGO
の発展は、国際協力ネットワー クの核 となる存在 として位置付けてられ
よう。
4.20DAとNGOの ネッ トワークの現状
日本のNGOは 欧米のNGOと 比べ歴史は浅 く、その力量は図2で 示
すような中心軸を担うところまでは行 っていないと言われている。 しか
し、1996年 か ら外務省、1998年 からJAICAと 、2001年 からはJABICと
NGOと の定期協議が開始 され、NGOと のパー トナーシップ確立に向け
様々な取組みが実施されている。
事業実施レベルでのパー トナー シップの確立 と同時に、組織 と活動基
盤の強化 を促進する方策が、NGO外 務省定期協議で議論されている。両
者の事業 レベルにおけるパー トナー シップは、ODAの 分野別項 目の、①
NGO事 業補助金②草の根無償資金協力③NGO緊 急活動支援無償の3
つか ら実施 されている。
事業実 施 レヘ ルてのパー トナー シップ
図20DAとNGOの 接点
政府開発援助
プロジェク ト
NGOプ ロジェク ト 市民社会一大
途上国 学 ・企業 ・小
の当事者 中高での地球
一人一人 市民教育
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①NGO事 業補助 金交付
図3を 見 る と、2000年 には5.4億 円、86団 体、149事 業 に対 し補助金 が
交付 され た。 この金額 が、1997年 の9.2億 円 を ピー クに減 少傾 向にあ り、
2000年 には、前 年比25%下 落 の水 準に落 ち込 ん でい るC事 業 項 目では、
医療事 業が最 も多 く、続いて地域 振興 総合事 業、 人材育成事 業、環境保
全事業 と続 いて いる。
② 草の根無償
「無償 資金協 力」 は 「技術協 力」 とともに 「贈 与」 としての援助 を構
成 して いる。2000年 度の総額 は、2405億 円で、98年 の2644億 円を ピー ク
に減 少す る傾 向 にあ る。「無償 資金協 力」のなか に 「草の根無償 」が あ り、
2000年 は85億 円(無 償 資金協 力 の3%)が 配分 されて いる。 「草の根無償 」
の金 額 は、1990年 以降増加す る傾 向にあ り、1995年 には前年比2倍 の規
模 に なってい る。「草 の根無償 」に よる資金 交付 を受 けた事業件 数 は、2000
年 には1523件 で、そ の内NGOは716件(56.6%)であっ た。地 方公共 団
体 は、245件(19.4%)、 教育 ・研究機 関 は198件(15.7%)、 医療 機関 は
88件(7.0%)の 配分 構成 であ った。
③NGO緊 急活動 支援無償
図3NGO事 業補助金交付状況97年 と2000年 の比較
(単位 千円)出 所:ODA白 書2001年 図表 一87
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これは緊急事態が発生 した現地において、いち早 く支援する体制 を整
える目的か ら、 申請後短期間で緊急活動資金を日本のNGOに 供与する
制度を、2000年 度から実施 している。具体的には、NGO・ 経済界・政府・
学識経験者 ・民間団体 ・メディアが協力 して緊急支援 を行 う 「ジャパ ン・
プラットフォーム」に5億8千 万円の資金を供与 し、アフガニスタン難
民支援で救援活動する日本のNGOに 資金供与 されている。
④NGOの キャパシティー ・ビルディング
また、NGOの キャパ シティー・ビルディングに向けて、①NGO相 談
員制度(10)②NGOの 組織強化のための「NGO研 究会制度」(11)③「NGO専
門調査員制度」働 の制度が実施 されている㈹。
第5章ODAとNGOの 接 点
5.1モ デルにおけるネ ットワークの強度 一DAC諸 国の比較一
表4は 、DAC諸 国のNGOとODAか ら発展途上国への援助を通 じた
資金の流れ と、NGOに 対す る①ODA② 市民③政府補助金の3つ のチャ
ネルか ら流入す る資金の流れを概観 したものである。各国のNGOを 中
心 とした、ODAの 接点、市民社会 とのネ ットワー クそ して、途上国の当
事者 との関係性の強度 を、資金の流れを通 して見 ることができる。上記
図2で 示 した4つ の環の重なり具合について、各国の強度 を示す もので
ある。
主要DAC諸 国で比較すると、日本のNGOはODAと のネッ トワーク
さらに市民社会 とのネットワー クの強度が最 も弱い という結果を得た。
ODAと の接点の強さを示す表4の ⑤(ODAに 占めるNGOへ の助成金
比率)で は、 日本のNGOは 、1.6%と 最 も低 く、 また市民社会 との連携
の強度 を示す表4の ⑥(国 民一人当た りのNGO援 助実績)で は、4ド ル
と最 も低 い値 を示 し、図2で 示 した4つ の環 の中心 を占め るNGOが
ODAと 市民社会の2つ の環 と重:なる部分が、他 の国と比べて少 なく、互
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表4DAC主 要 国のNGO・ODA・ 市民社会そ して被援助国のネ ットワークの
現状
①NGO自 己
資金(百 万 ド
ル)
② 日 本 の
NGO援 助額
に対する各国
の援 助 の割
合。
③ODA実 績
(百万 ドル)
④ODA実 績
に 対 す る
NGOの 援助
比率(%)
⑤ODAに 占
め るNGO補
金比率(%)
⑥国民一人当
た りのNGO
援助実績(㌦)
日本 261 1.0 15323 2% 1.60 4
カナ ダ 137 0.5 1699 8% 10.80 10.5
ドイツ 992 3.8 5515 18% 16.20 12.:
オ ランダ 278 1.1 3134 9% 11.50 40.4
ノル ウ ェー 168 0.6 1370 12% 9.30 37.7
イギ リス 480 1.8 3401 14% 3.90 10.E
ア メ リカ 3981 15.3 9145 44% 36.60 14.6
出所2001年ODA白 書 図表94「DAC諸 国のNGOに よる援 助実績」
注:ド イ ツ、 ノル ウェー、ア メリカは1997年 の統 計 を用 いた。(出 所 『海外経 済協 力基金』)
いに分離独立 しているような状況を示 している。
被援助国との連携の強度は、表4の ①(NGOの 自己資金)と ③(ODA
実績値)の 合計 を、他国と堵較することで示され るが、 日本の①は2.61
億 ドル、③は153.2億 ドルと最 も大 きく、「途上国当事者一人一人」の環
との連携が強いことを示している。
NGOの 援助実 績額 を示す 自己資金が同程度のオランダ と比較す る
と、NGOとODAと の接点では、ODAの9%の 助成金を得てプロジェ
ク トを実施 し、また市民社会 との接点では、一人当た り40.4ド ルの資金
が、NGOへ 流入 している。NGOの 環に対す るODAと 市民社会の環の
重なる領域が、 日本 よりも大き く、3つ の環の問で強い連鎖が生まれて
いることが示 された。日本の国際協力の4つ の主体の連携の弱さとは対
照的に、欧米のNGOと 市民社会 そして政府 とのネットワー クの強さを
示 していると言えよう。
5.2NGOとODAの ネ ットワークの強化
第4章4.2で は、ODAとNGOの パー トナーシップの内容 を示 した。
真のNGOの 独 自性 を維持 し、NGOとODAが 協力 し合 う関係性 を作 り
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上 げ るには、 ネ ッ トワー クNGOをNGOの プ ラ ッ トフォーム と して育
ててゆ く視 点 が必要 で あ る。 そ・こで、 ネ ッ トワー クNGOとNGOの 関
係、 そ して情報社会 におけ る国際協 力ネ ッ トワー ク確 立の可能性 につ い
て論 じる。
(1)ネ ッ トワー クNGOの 役 割 欧 米の事例 か ら
ネ ッ トワー クNGOの 一般 的な定義 は、① ネ ッ トワー クNGO会 員 団
体 の能力 向上 ②政府 等へ の政 策提言③望 ま しい市民社会構 築の ための協
働(開 発教育 ・社会へ の啓蒙 活動)の 三 つが あげ られ る。 形態 には、幾
つか あるが(14》欧米 の全 国活動 型ネ ッ トワー クNGOは 、 国際協 力 ・開発
に携 わ るNGOを 多数 擁 し、加盟 団体 の能 力 向上 の ため の メカニ ズム を
持 ち、かつ その国 のNGO界 と自国政府や 国際機 関等 との対話 の 窓 口機
能 を=果たす、 その国 のNGO界 を代 表す るnationalplatformと して存
在 して いる(15)。
報告 書(注14に 同 じ)で は、ア メ リカの インターア クシ ョン(会 員 数:
160団 体)・ カナ ダのCCIC・ イギ リス のBOND(会 員数:300団 体)に イ
ンタ ビュー して いる。特 に300団 体 を抱 え るBONDで は、様々 な会 員 団
体の ニー ズに合 った情報 提供 と団体 の能 力向上 のため の研修 を開催 して
ゆ く。 その一 方 で、 ネ ッ トワー クと しての共通 の 目的 と目標の達成 に 向
け て、政策提 言や政府へ の対話 におけ るNGO界 の意見集約 など、ネ ッ ト
ワー ク事 業 として展 開 して ゆ く。 ネ ッ トワー クNGOが ネ ッ トワー クを
通 じ、個 々 のNGOの 意見 を収集 し調整 し、集約 してゆ く機 能 を持 つ こ と
は、NGO界 の他 の部 門へ の発 言の力 を付 け る。この こ とに よ り、個 々 の
NGOが 、「ネ ッ トワー クNGOの オー ナー シ ップ」 を持 つ よ うにな るこ
とに よ り、国際協 力NGOの 力 が存分 に発 揮 され、ODAと 市民社会 の掛
け橋 となるだろ う('6)。
(2)日 本 の全 国型 ネ ッ トワー クNGO
国 際協力NGOセ ン ター(JANIC)は 、 日本全 国のNGOと の連 携 を
持つ全 国活動 型 ネ ッ トワー クNGOで あ る。今 日の 日本 の有力NGO団
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体が設立された1980年 代に、NGOの 間で共通の問題についての情報交
換や、共同の取組みの必要性が生 じ、1983年に「国際協力NGOセ ンター」
の前身である 「NGO関 係懇談会」が設立された。まさに、 日本のネ ット
ワー クNGOの 草分 けである。JANICの 主な活動は、①情報提供 ・発信
②調査研究 ・政策提言 ③人材育成 ④ ネットワー キングである。
ネットワークNGOで あるJANICは 、個々のNGOが 独立独歩の活
動 に陥 りやすい状況において、NGO結 集す ることによ り情報の共有や
交換を通 じて、「NGOの ボ トムアップ」をめ ざし、同時にNGO間 にお
ける 「価値の共有」を通 じて市民社会の発展 をめざしてゆ くことを理念
に掲げている。
(3)ネ ッ トワークNGOを 中心 とした情報 と価値の共有
ネ ットワークNGOは 、NGOとODAを つ なげ る掛け橋 となってい
る。これは、JANICや 欧米のネッ トワークNGOが 果たしている役割で
ある。つまり、①NGO界 のボ トムアップ②価値観の共有による、意見の
集約 と政策提言である。1996年からNGOとODAの 接点を探 るため、外
務省 とNGOの 定期協議会が行われてきた。その議事録(出 所:JANIC
のホームページに掲載 一)を 見ると、NGO側 で
は、 日本の国際協力の柱であるODAプ ログラムの計画立案 ・実施 ・評価
さらには、プログラムの選考 までも担 ってゆ くパー トナーを目指 してい
る(17}。一方、外務省 では、NGOの アカウンタ ビ リティー とキャパ シ
ティー増強が必要だ と考え、意見の隔た りは大 きい。 また、ネットワー
クNGOの あ り方において も、ネッ トワークNGOを 通 じたNGO強 化
支援策や、ナショナル ・プ ラッ トフォーム としての役割 を構築する方向
性 を持 った議論に至っていない。
日本のNGO界 の力量は弱い と言われている。また今 日、個々のNGO
はプログラム=プ ロジェクト運営 ・開発教育 ・提言活動 ・組織運営(会
計等)・ アカウンタビリティーさらには詳細な倫理綱領 も提示 してゆ く
ことが求められている。このような複雑な要求にあって も、NGOの 自主
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性 は尊重 され なけ れば、 「一人二 人に達す る援 助」は実現 す るこ とは ない
だ ろ う。欧 米のネ ッ トワー クNGOの プ ラ ッ トフォー ム と しての役 割 と
同様 に、 日本 の ネ ッ トワー クNGOを 位 置付け てゆ くこ とに こそ、ODA
が求 め る 「市民参加型 」の 国際協力 が育 まれ る と考 える。
(4)ネ ッ トワー クNGOとNGOの 情報 の流れ と政 策提 言
ネ ッ トワー クNGOは 、NGOか らの 多様 な意 見 を集約 し、政策提 言 を
行 うというネ ッ トワー クNGOな らでは の事 業 を行 うこ とを通 じ、NGO
の キャパ シテ ィー を高め て ゆ く。ネ ッ トワー クNGOとNGOの 間 で情
報交換 を通 じ意 見 を集約 す る。 この よ うな 「価 値の共有 」 までのプ ロセ
スは、 情報社 会 の発達 に よ ります ます活発 にな り、サ イバー ・スペー ス
で展開 されて ゆ く。 意見集約 が達成 され る と、「政策 提言」等 の形に な り
リアル ・スペー スで実現 され る。情 報社 会 の進 展に伴 ない、 リアル ・ス
ペ ース とサ イバー ・スペー スの相互連 関が密接 に行 われ るよ うに な り、
サ イバー ・スペー ス を取 り込ん だ国際協力 の展 開は、 重要 な視 点 とな る。
図5は 、1996年 か ら始 まった 「NGO外 務 省定期協 議会 」を中心 とした、
サ イバ ー ・スペー ス と リアル ・スペー スの 関係 を示 した もの で あ る。
「NGO外 務 省定期 協議会 」は、リアル ・スペ ー スで政 府 とNGOが 、ODA
とNGOの 接 点 を討議 す る会議 であ る。この会議 に向け て、ネ ッ トワー ク
NGOと 加盟NGOの 問 で、情報交換 が行 われ、意 見集約 と価値 の共有 が
なされ る。 これは、サ イバー ・スペー スで行 われて いる。 図5の ①② は、
サ イバ ー ・スペー スでの情報 の流れ を示 す。② は、ネ ッ トワー クNGOと
加盟NGOと の間で、 「外務省 との定期協議 会」に おけ る議題 の提 案 あ る
いは、議題 に対す る個 々 のNGOと の意見 のや りとりが行 わ れ る。図5の
③ ④は リアル ・スペー スで あ る。② の情報 の流れ を通 じ、③ の 「NGO外
務 省定期協 議」 に向け て政 策提言 あ るいは意見 集約が行 われ る。
この よ うな双方 の情報 交換 と、意 見集約 ・政 策提言 の一連 の過 程 につ
いて、 ネ ッ トワー クNGO(JANIC)で は、 ア ンケー ト調 査(18)を行 って
い る。JANICに 加 盟 して いるNGO団 体 の98%が、 「外務 省 ・NGO協 議
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図4リ アル ・ス ペ ー ス と サ イ バ ー ・ス ペ ー ス
① クNGO加 盟JAICA
NGO団 体
定期協議会 協議会の開催
③ ④
外務相 ネ ・ト・一ク ② ネ ・ ト・一
(⇔)は 、外務相定期協議
に関連 した情報の流れ。
[=コ は リアル ・スペースで
の部門間の活動
会」「JAICA・NGO協 議会」の内容 を知 っていた。また、「協議会開催に
先立 ち議題 を知 らせ て意見を募っていることに対す る個々の加盟NGO
の態度」について質問 した㈹ 。その結果は、以下である。① 「ほぼ、毎
回回答 している」2%② 「関心のある時だけ回答 している」64%③
「回答 したことが無い」31%④ 「意見を述べ る機会があるの を知 らな
かった」2%の 結果 を得た。「あまり積極的には参加せずに、 自分の関
心あるテーマの時にのみ意見 を反映 させたい、ネッ トワークNGOや 担
当委員会等が推進する提言活動に間接的に関わ りたいと望 んでいるよう
に思われる。」㈹ と、報告書では結んでいる。図4に おける②の情報ゐ流
れは、「つなが りの連鎖」が生 じるまでには至っていない。また、加盟 し
ているNGOの 主たる関心事は、市民 とNGOと の接点、あるいはODA
プ ロ ジェク トへ の参 加 を通 じた個々のNGOとODAと の接点 で あ
る(2')。欧米のようなネットワークNGOの 機能 と、その意義への関心は、
NGO自 身に も十分 あるようには考 えに くい状況にある。
情報社会の到来により、貧困問題 をはじめ とする世界の諸問題に対 し、
国際機関 と市民の力がグローバルに結集することにより、 これまで解決
の方策を見込めなかったさまざまなグローバルレベルの問題を解決でき
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る共生の時代、あるいはグ ローバルネ ットワー クの時代 がもたらされ
た(22)。ODAの 供与を通 じ、当事者の貧困か らの離脱だけではな く、広 く
市民社会がこのような活動に参加す ることによ り、私たち一人一人が、
異文化 との関係性 ・生命の尊重 ・寛容の大切さ等々、21世 紀グローバル
化社会における共生の価値を育み、豊かな市民社会が もたらされること
を想像するに難 くない。
多様 なNGOが 存在する現状であるがゆえに、様々な特色を持った活
動が展開され、個々の立地環境に即 した他のセクターとの接点が展開 さ
れている。この ような個々の特色 を基礎に、個々のNGOが 発展するため
のプ ラッ トフォームの役割 を担 うネッ トワークNGOが 、今後 どのよう
に発展す るかは、市民社会に根ざした国際協力ネッ トワークを育成する
上で鍵を握 っていると考えられる。
〈注 〉
(1)『 政府開発援助(ODA)白 書』2001年 版p460に 全文掲載。
(2)『東アジアの軌跡』参照。 また、 この本では経済の発展には、社会的諸条件
との調和が不可欠であることを述べている。
(3)途上国の経済発展に援助が開始 されたのは、1950年 の コロンボ計画か らで
あ る。この計画は、ス リランカのコロンボで開催 された コロンボ英連邦外相会
議にて決 まった、加盟国の開発計画や開発援助計画 を促進する機関 として発足
した。東南アジア ・南アジアの社会経済開発 を促進す る内容 であった
(4表5参 照
⑤ 草野 厚 『ODAの 正 しい見方』 参照
㈲ 「わが国は、経済成長 を通 じた貧困の削減が重要 との考 えに立 って、経済セ
クター支援等 を通 じた貿易 ・投資の促進に も協力する。」政府開発援助2002年 版
の要旨 外務省 ホームペー ジhttp://www.mofa。go.jp
(7}90年 代以降の国際会議。さらに、2002年 の主要な国際会議(3月 「開発資金
国際会議」、'6月 「G8カ ナナスキス ・サ ミッ ト、8-9月 「ヨハネスブルグ・
サ ミッ ト」」で、「開発」が主要な議題の一つ となっている。主要な議題 として、
①ODA、 民間資金(投 資や貿易)等 のあらゆる手段 を通 じた開発資金の確保 、
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表5セ ンの基本的5つ の自由 とエンタイ トルメン ト
基本的自由 自由の内容 エ ンタ イ トル メ ン ト
政治的自由 ① 誰がどのような原理に基づいて統
治するかを人々が決定する機会を指
す。
② 人々が権力の座にある者を審査し
批判すること。政治的意見を表明す
る自由 と検閲の無い報道があるこ
と。
③ 複数の異なる政党の中から選択す
る自由を享受すること等。
政治的対話 ・異議 ・批判 ・
投票権 ・議員や行政の長な
どへの選出の参加
経済的便宜 個々の人間が消費 ・生産 ・交換の目的
で経済資源を活用するために享受する
機会のこと。
個々人に保障される経済的
側面。財 ・サービスの所有
量
社会的機能 個々人がより良い暮らしを送るための
本質的自由に影響を与える教育、保健
などについて社会が整える体制のこ
と。
①私的な生活の営み→健康
な生活を送ること。避ける
事のできる病気や若死を防
止すること。②経済的 ・政
治的活動を一層促進するた
めに→字が読めることは重
要である。
透明性の保
障
情報公開 と透明性の保証の基で互いに
取引をする自由である。この信頼が大
きく侵害されるならば、多くの人一直
接の当事者であれ、第三者であれ一の
生活は公開性の欠如によって悪影響を
こうむるかもしれない。
① 情報公開を求める権利
⇒腐敗 ・金融の無責任 ・不
明朗な取引などを防止す
る手段となる。
保護の保障 今にも弱者に転落 しそうな人、生活に
悪影響を与える物質的な変化の結果、
実際に深刻な欠乏状態に陥ってしまう
人がいる。このような人々を、 目をお
おうような悲惨な状況、場合によって
は飢餓や死に追いやられるようなこと
がないように、社会的安全ネットを提
供することが必要なのである。
① 失業手当 ・貧困者に対
する所得補填という固定
的制度
② 飢餓救済や困窮者の所
得を生むための緊急の公
的雇用という特別制度も
含まれる。
出所:『 自由と経済開発』より筆者作成
②援助手続 きの調和化 を通 じた援助の効率化、③途上国における、民主制、法
の支配、腐敗防止 といった良い統治の確保、④途上国の選択的な援助の実施、
⑤NGOや 民間部 門との連携強化。
(8)日 本 も、1996年 に 日本主導 によるDAC新 開発戦略(「21世 紀 に向けて:開 発
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協 力を通 じた貢献」を発表 した。21世 紀の援助 の指針 を定め るもの として採択
された文書。すべての人々の生活の向上 を目指 し、具体的な 目標 と達成すべき
期 限を設定 している。①2015年 までの貧困人口の割合の半減、②2015年 までの
初等教育の普及、③2005年 までの初等 ・中等教育における男女格差の解消、④
2015年 までの乳幼児死亡率の1/3ま での削減、⑤2015ね んまでの妊産婦死亡率
の1/4ま での削減、⑥2015年 までの性 と生殖に関す る保健 ・医療サー ビスの普
及、⑦2005年 までの環境保全のための国家戦略策定、及び15年 までの環境資源
の減少傾向の増加傾 向への逆転:出 所:ODA白 書2001年 版p7注 より。
(9)平 成14年3月29日 発表ODA白 書2001年p460参 照
(lo》NGOや 国際ボランティアに関す る市民か らの様々な質問や相談に応 じる
相談員 を、全国各地のNGOに 置 く制度 で、2000年 には21名 が配置された
(11)NGOか ら15団 体の委員が選 出され、NGOの 自己評価の指標をテーマ とし
た研究会が開かれ た。 また、アカウンタビリティーの向上に資するための財
務 ・会計をテーマ としたセ ミナーを開催す る。
(12)国際的なNGO活 動に必要 な専門性 を有する人材に、実 際に個々のNGO
団体の業務や活動に参加 して もらい、組織の機能強化 と専門性の向上 を目的 と
す る)
(13;2001年ODA白 書p108-109
(1の全国活動型 ・地域拠点型 ・対象国別 ・課題別 ・分野別 の5つ に分類 されて
い る。
㈹ 『国際協力NGOの ネ ッ トワーキングについての調査研究 一 より効果的
な 国 際協 力 の実 現 に向 け て一』平 成14年3月 国 際協 力NGOセ ン ター
p11-12参 照。
(16)以 上の論点は、『国際協力NGOの ネ ッ トワー キングにつ いての調査研究
一 よ り効 果的な国際協力の実現に向けて一』平成14年3月 国際協力NGO
センター 第3章 「海外のネ ッ トワークNGOの 現状」を参照 しまとめさせて
いただいた)(図1に 示 したNGOが 中央に存在 する状況 を醸成す る)
(17)コペ ンハーゲン・サ ミッ ト1995年 では、ここにODA予 算の20%を 投入すべ
きとの合意特 に、NGOが これまでの実績 を持 っている 「社会開発」の分野で、
ODAで 実施されるプロジェク トに参加 を希望 している。
(18)『 国際協力NGOの ネ ットワーキングについての調査研究 一 よ り効果的
な国際協力の実現 に向けて一 』平成14年3月 国際協力NGOセ ンター。
('9}〈 関係機関 との対話活動について〉の質問② では、「「外務省 ・NGO協 議
会」「JAICA・NGO協 議会」の開催に先立ち、JANICで は会員団体にメール
で議題 を事前にお知 らせ し、ご意見を頂いてお ります。貴団体 では、どの よう
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な対応 をされてい ますか。」の質問を行 った。
(20)「 国際協力NGOの ネットワーキングについての調査研究 ～ 日本のネ ッ
トワー クNGOの 現状分析 と提言～」p162003年2月 特定非営利活動法人
(21》拙稿 「情報社会 におけるネ ッ トワー クの形成 と発展 一 国際協力の分野か
ら一」第4章 参照
(22)アマルティア ・セン 「なぜ人間の安全保障なのか」(『貧困の克服 一ア
ジア発展の鍵は何 か一』に掲載)
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